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本稿では、全信用金庫(2016年 12月末現在の

265金庫)の集計値にもとづき、16年 12月末ま

での信用金庫の貸出金動向を概観する。 

 

１．貸出先別貸出金動向 

全国の信用金庫の 16年 12月末の貸出金残高

は 68.9 兆円、伸び率は前年同月比で 2.5％増と

なった(図表１)。貸出金は、13年度に前年同月

比で増加に転じて以降、増加率を高め、15年度

以降は概ね２％台前半で推移している。 

寄与度 １をみると、企業向けが 1.6％増、個

人向けが 0.7％増、地方公共団体向けが 0.1％

増となっている(図表２)。16年度に入って、地

方公共団体向けの寄与度が縮小する一方、企業

向けの寄与度はさらに拡大、個人向けの寄与度

は 0.7％程度を維持している。 

2016 年 12 月末までの信用金庫の貸出金動向 
不動産業向けの寄与拡大、宿泊業向けがプラスに転じる。 

井上 有弘 

ポイント 

 本稿では、全信用金庫の集計値にもとづき、2016 年 12月末までの貸出金動向を概観する。 

 全国の信用金庫の 16年 12月末の貸出金残高は 68.9兆円、伸び率は前年同月比で 2.5％増となっ

た。13 年度に前年同月比で増加に転じて以降、増加率を高め、15 年度以降は概ね２％台前半で

推移している。貸出先別に寄与度をみると、企業向けの寄与度がさらに拡大している。 

 企業向け貸出について、業種別に寄与度分解すると、最も大きな寄与度を示している業種は、引

き続き不動産業であり、企業向け貸出、さらに貸出金全体の伸びの主因となっている。次いで、

金融業・保険業、建設業、医療・福祉が比較的高い寄与度を示している。 

 一方で、主な業種のうち製造業、卸売業および小売業では、減少が続いている。最近の特徴とし

て、長く減少が続いていた宿泊業が増加に転じていることがある。 

※ 本稿の計数は、２月 10日時点のものであるため、今後修正される可能性がある。 

 （図表１）信用金庫の貸出先別貸出金動向 
（前年同月末比増減率・寄与度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表２）信用金庫の貸出金概要(2016年 12月末) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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残高 構成比 増減額 増減率 寄与度 寄与率

企業向け計 439,553 63.7 11,089 2.5 1.6 64.9

製造業 62,643 9.0 △ 945 △ 1.4 △ 0.1 △ 5.5

建設業 49,152 7.1 935 1.9 0.1 5.4

電気・ガス・熱供給・水道業 1,653 0.2 320 24.0 0.0 1.8

卸売業 28,553 4.1 △ 340 △ 1.1 △0.0 △ 1.9

小売業 26,059 3.7 △ 116 △ 0.4 △0.0 △ 0.6

金融業・保険業 22,067 3.2 1,984 9.8 0.2 11.6

不動産業 151,903 22.0 7,624 5.2 1.1 44.6

医療・福祉 22,486 3.2 527 2.4 0.0 3.0

その他の業種 75,031 10.8 1,102 1.4 0.1 6.4

地方公共団体 52,312 7.5 911 1.7 0.1 5.3

個人 197,199 28.6 5,083 2.6 0.7 29.7

合計 689,065 100.0 17,084 2.5 2.5 100.0

業      種
2016年12月末 前年同月比



 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな

さるようにお願いします。また、当研究所が信頼できると考える情報源から得た各種データ等に基づいて、この資料は作成されており

ますが、その情報の正確性および完全性について当研究所が保証するものではありません。 

 

２．業種別貸出金動向 

貸出金全体への寄与度が大きくなっている

企業向けについて、主な業種別にみる(図表３)。 

最も大きな寄与度を示している業種は、引き

続き不動産業であり、企業向け貸出、さらに貸

出金全体の伸びの主因となっている。貸出金全

体の伸びを 100％とした場合、不動産業の寄与

率 ２は約 44％となっている。次いで、金融業・

保険業が約 11％の寄与率を示している。このほ

か、16 年度に入ってプラス基調が明確になった

建設業、医療・福祉が比較的高い寄与率を示し

ている。電気・ガス・熱供給・水道業は、構成

比は低いものの前年同月比約 24％増と高い増

加率を示している。 

｢その他の業種｣も全体としてプラスに転じ

ている。内訳では、教育・学習支援業(前年同

月比 7.1％増)、情報通信業(同 6.4％増)、学術

研究、専門・技術サービス業(同 5.0％増)など

が高い伸びを示している。 

一方で、主な業種のうち製造業、卸売業およ

び小売業では、減少が続いている。 

最近の特徴として、長く減少が続いていた宿

泊業が増加に転じ、12 月末には前年同月比

0.5％増となっていることがある(図表４)。宿

泊業向け貸出の状況を都道府県別にみると、大

阪、兵庫、京都などで増加額が大きいのに対し

て、減少が続いている県も 30 以上あり、地域

による違いが大きい。 

以 上 

 

                         
1 寄与度は、あるデータの構成要素（業種）の増減が、全体の伸
び率を何ポイント押し上げ（押し下げ）ているかを示すもので、
各寄与度の合計が全体の伸び率と一致する。 

2 寄与率は、寄与度を構成比の視点からみた指標で、データ全体
としての増減を 100％としたときの各構成要素（業種）の増減分
を百分率（％）で表したものである。 

（図表４）宿泊業向け貸出(前年同月末比増減率) 
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（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

（図表３）信用金庫の企業向け貸出金の業種別動向（前年同月末比増減率・寄与度） 
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